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震災対策編 

第２章 第３５節 自主防災組織等の育成及び地区内の防災活動の推進に関する計画 

現 行 修 正 案 

第３５節 自主防災組織等の育成及び地区内の防災活動の推進に関する計画 

第３ 計画の内容 

６ 地区内の防災活動の推進 

⑴ 現状及び課題

地区防災計画は、地区居住者等が共同して行う防災活動に関する計画であり、市が活

動の中心となる市地域防災計画とコミュニティが中心となる地区防災計画とが相まっ

て地域における防災力の向上を図るものである。 

なお、地区防災計画は、自助、共助の精神に基づく自発的な防災活動を促進し、各地

区の特性に応じて、ボトムアップ型で地域における防災力を高めることを目的として

おり、地区居住者等がより主体的に、計画策定段階から積極的に参加することが求めら

れる。 

（新設） 

第３５節 自主防災組織等の育成及び地区内の防災活動の推進に関する計画 

第３ 計画の内容 

６ 地区内の防災活動の推進 

⑴ 現状及び課題

地区防災計画は、地区居住者等が共同して行う防災活動に関する計画であり、市が活

動の中心となる市地域防災計画とコミュニティが中心となる地区防災計画とが相まっ

て地域における防災力の向上を図るものである。 

なお、地区防災計画は、自助、共助の精神に基づく自発的な防災活動を促進し、各地

区の特性に応じて、ボトムアップ型で地域における防災力を高めることを目的として

おり、地区居住者等がより主体的に、計画策定段階から積極的に参加することが求めら

れる。 

ア 【地区防災計画策定事例】

(ｱ) 新村地区（参考編、参考６９参照）
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風水害対策編 

第２章 第３５節 自主防災組織等の育成及び地区内の防災活動の推進に関する計画 

現 行 修 正 案 

第３５節 自主防災組織等の育成及び地区内の防災活動の推進に関する計画 

第３ 計画の内容 

６ 地区内の防災活動の推進 

⑴ 現状及び課題

地区防災計画は、地区居住者等が共同して行う防災活動に関する計画であり、市が活

動の中心となる市地域防災計画とコミュニティが中心となる地区防災計画とが相まっ

て地域における防災力の向上を図るものである。 

なお、地区防災計画は、自助、共助の精神に基づく自発的な防災活動を促進し、各地

区の特性に応じて、ボトムアップ型で地域における防災力を高めることを目的として

おり、地区居住者等がより主体的に、計画策定段階から積極的に参加することが求めら

れる。 

（新設） 

第３５節 自主防災組織等の育成及び地区内の防災活動の推進に関する計画 

第３ 計画の内容 

６ 地区内の防災活動の推進 

⑴ 現状及び課題

地区防災計画は、地区居住者等が共同して行う防災活動に関する計画であり、市が活

動の中心となる市地域防災計画とコミュニティが中心となる地区防災計画とが相まっ

て地域における防災力の向上を図るものである。 

なお、地区防災計画は、自助、共助の精神に基づく自発的な防災活動を促進し、各地

区の特性に応じて、ボトムアップ型で地域における防災力を高めることを目的として

おり、地区居住者等がより主体的に、計画策定段階から積極的に参加することが求めら

れる。 

ア 【地区防災計画策定事例】

(ｱ) 新村地区（参考編、参考６９参照）
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風水害対策編 

第２章 第１節 災害直前活動 

現 行 修 正 案 

第１節 災害直前活動 

第４ 警報等の種類及び発表基準 

６ 地区内の防災活動の推進 

⑵ 雨を要因とする特別警報の指標（発表条件）

【大雨特別警報（浸水害）】

以下ア又はイいずれかを満たすと予想され、かつ、更に雨が降り続くと予想される地域

の中で、大雨警報（浸水害）の危険度分布（浸水キキクル）又は洪水警報の危険度分布（

洪水キキクル）で５段階のうち最大の危険度（イの場合は、大雨警報（浸水害）の危険度

分布又は洪水警報の危険度分布）が出現している市町村等に大雨特別警報（浸水害）を発

表する。  

ア 48時間降水量及び土壌雨量指数※１において、50年に一度の値以上となった5km格

子が、共に50格子以上まとまって出現。

イ 3時間降水量及び土壌雨量指数※１において、50年に一度の値以上となった5km格

子が、共に10格子以上まとまって出現。(ただし、3時間降水量が150mm※２以上となっ

た格子のみをカウント対象とする。)

※１ 土壌雨量指数：降った雨が土壌中に水分量としてどれだけ溜まっているか を数

値化したもの。

※２ 3時間降水量150mm：1時間50mmの雨(滝のようにゴーゴー降る、非常に激しい雨)

が3時間続くことに相当。

第１節 災害直前活動 

第４ 警報等の種類及び発表基準 

６ 地区内の防災活動の推進 

⑵ 雨を要因とする特別警報の指標（発表条件）

【大雨特別警報（浸水害）】

過去の多大な被害をもたらした現象に相当する表面雨量指数及び流域雨量指数の基

準値を地域毎に設定し、以下のア又はイを満たすと予想される状況において、当該格子

が存在し、かつ、激しい雨※がさらに降り続くと予想される市町村等に大雨特別警報(

浸水害)を発表する。 

ア 表面雨量指数として定める基準値以上となる１km格子が概ね30個以上まとまって

出現。

イ 流域雨量指数として定める基準値以上となる１km格子が概ね20個以上まとまって

出現。

激しい雨※:1時間に概ね30mm以上の雨 

第１節 災害直前活動 

第４ 警報等の種類及び発表基準 

６ 地区内の防災活動の推進 

⑶ 雨に関する各市町村の 50年に一度の値一覧（令和３年３月２５日現在）

第１節 災害直前活動 

第４ 警報等の種類及び発表基準 

６ 地区内の防災活動の推進 

⑶ 記述削除

第１節 災害直前活動 

第４ 警報等の種類及び発表基準 

６ 地区内の防災活動の推進 

別表２ 洪水警報基準 

第１節 災害直前活動 

第４ 警報等の種類及び発表基準 

６ 地区内の防災活動の推進 

別表２ 洪水警報基準 

表中の値修正 
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風水害対策編 

第２章 第１節 災害直前活動 

現 行 修 正 案 

第１節 災害直前活動 

 

第４ 警報等の種類及び発表基準 

６ 地区内の防災活動の推進 

別表４ 洪水注意報基準   

第１節 災害直前活動 

 

第４ 警報等の種類及び発表基準 

６ 地区内の防災活動の推進 

別表４ 洪水注意報基準 

表中の値修正 

第１節 災害直前活動 

 

第４ 警報等の種類及び発表基準 

２ 水防法に基づくもの 

⑴ 洪水予報 

  氾濫危険情報 

  氾濫危険水位に到達したとき、氾濫危険水位以上の状況が継続しているときに発表さ

れる。 

いつ氾濫が発生してもおかしくない状況、避難等の氾濫発生に対する対応を求める段

階であり、避難情報の発令の判断の参考とする。危険な場所からの避難が必要とされる

警戒レベル４に相当。 

第１節 災害直前活動 

 

第４ 警報等の種類及び発表基準 

２ 水防法に基づくもの 

⑴ 洪水予報 

  氾濫危険情報 

  氾濫危険水位に到達したとき、氾濫危険水位以上の状況が継続しているとき、または

３時間先までに氾濫する可能性のある水位に到達すると見込まれるときに発表される。 

いつ氾濫が発生してもおかしくない状況、避難等の氾濫発生に対する対応を求める段階であ

り、避難指示の発令の判断の参考とする。危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベ

ル４に相当。 

第１節 災害直前活動 

 

第４ 警報等の種類及び発表基準 

２ 水防法に基づくもの 

⑸ 記録的短時間大雨情報 

大雨警報発表中の市町村において、数年に一度程度しか発生しないような猛烈

な雨（１時間降水量）が観測（地上の雨量計による観測）又は解析（気象レーダ

ーと地上の雨量計を組み合わせた分析）され、かつ、キキクル（危険度分布）の

「非常に危険」（うす紫）が出現したときに、気象庁から発表される。 

長野県の雨量による発表基準は、１時間 100ミリ以上の降水が観測又は解析さ

れたときである。この情報が発表されたときは、土砂災害及び低地の浸水、中小

河川の増水・氾濫による災害発生につながるような猛烈な雨が降っている状況で

あり、実際に災害発生の危険度が高まっている場所をキキクル（危険度分布）で

確認する必要がある 

第１節 災害直前活動 

 

第４ 警報等の種類及び発表基準 

２ 水防法に基づくもの 

⑸ 記録的短時間大雨情報 

大雨警報発表中の市町村において、数年に一度程度しか発生しないような猛烈

な雨（１時間降水量）が観測（地上の雨量計による観測）又は解析（気象レーダ

ーと地上の雨量計を組み合わせた分析）され、かつ、キキクル（危険度分布）の

「危険」（紫）が出現したときに、気象庁から発表される。 

    長野県の雨量による発表基準は、１時間 100ミリ以上の降水が観測又は解析され  

たときである。この情報が発表されたときは、土砂災害及び低地の浸水、中小河川

の増水・氾濫による災害発生につながるような猛烈な雨が降っている状況であり、

実際に災害発生の危険度が高まっている場所をキキクル（危険度分布）で確認する

必要がある 
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風水害対策編 

第２章 第１節 災害直前活動 

現 行 修 正 案 

第 1節 災害直前活動 

第４ 警報等の種類及び発表基準 

警報等伝達系統図 

１ 注意報・警報および情報 

(1) 系統図

注１ 二重枠で囲まれている機関は、気象業務法施行令第８条第１号の規定に基

づく法定伝達先。 

注２ 二重線の経路は、気象業務法第 15 条及び第 15 条の２によって、警報の

通知又は周知の措置が義務づけられている伝達経路。 

注３ 国土交通省の機関については、気象業務法施行令第８条第３号に基づく水

防活動用気象警報等の通知先であるため、気象官署予報業務規則第 103 条

第２項に基づき千曲川河川事務所に通知を行う。 

第 1節 災害直前活動 

第４ 警報等の種類及び発表基準 

警報等伝達系統図 

１ 注意報・警報および情報 

(1) 系統図

注１ 二重枠で囲まれている機関は、気象業務法施行令第８条第１項の規定に基づ

く法定伝達先。

注２ 二重線の経路は、気象業務法第15条の二第２項、第４項及び第５項によって

、特別警報の通知又は周知の措置が義務づけられている伝達経路。

注３ 火山現象特別警報及び火山現象警報においては、気象庁本庁から警察庁に

も伝達を行い、また気象庁本庁から長野地方気象台を通じて長野県にも伝達

する。 
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火山災害対策編 

第２章 第１１節 避難の受入活動計画 

現 行 修 正 案 

 

第１１節 避難の受入活動計画 

 

第３ 計画の内容 

１ 避難計画の策定等 

⑵ 実施計画 

ア 【市が実施する計画】 

 (ｶ) 避難確保計画の作成 

    乗鞍岳における避難促進施設は、以下の施設とする。 

名称 所在地 

肩の小屋 長野県松本市前川国有林144ヘ林小班 

位ヶ原山荘 長野県松本市前川国有林143ニ林小班 

三本滝レスト 

ハウス 

長野県松本市安曇4307-2の一部 

Ｍｔ．乗鞍 

スノーリゾート 

長野県松本市前川国有林144ホ林小班の一部ほか 

（新設） （新設） 
 

 

第１１節 避難の受入活動計画 

 

第３ 計画の内容 

１ 避難計画の策定等 

⑵ 実施計画 

ア 【市が実施する計画】 

 (ｶ) 避難確保計画の作成 

    乗鞍岳における避難促進施設は、以下の施設とする。 

名称 所在地 

肩の小屋 長野県松本市前川国有林144ヘ林小班 

位ヶ原山荘 長野県松本市前川国有林143ニ林小班 

三本滝レスト 

ハウス 

長野県松本市安曇4307-2の一部 

Ｍｔ．乗鞍 

スノーリゾート 

長野県松本市前川国有林144ホ林小班の一部ほか 

冷泉小屋 長野県松本市前川国有林143ホ林小班 
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火山災害対策編 

第３章 第１節 災害直前活動 

現 行 修 正 案 

 

第１節 災害直前活動 

 

別紙４ 噴火警戒レベルが運用されている火山の噴火警戒レベル表及び噴火警戒レベルが

運用されていない火山の警戒事項等 

焼岳の噴火警戒レベル 

名称 
対象 

範囲 

レベル 

(キーワー

ド) 

火山活動 

の状況 

住民等の行動

及び登山者・入

山者等への対

応（※） 

想定される現象等 

噴
火
警
報
（
火
口
周
辺
）
又
は
火
口
周
辺
警
報 

火
口
か
ら
居
住
地
域
近
く
ま
で 

の
広
い
範
囲
の
火
口
周
辺 

３
（
入
山
規
制
） 

居住地域の近くま

で重大な影響を及

ぼす（この範囲に

入った場合には生

命に危険が及ぶ）

噴火が発生、ある

いは発生すると予

想される 

 

住民は通常の

生活。状況に

応じて要配慮

者の避難準備

等 

登山禁止・入

山規制等危険

な地域への立

入規制等 

○大規模な水蒸気噴火が発生し、火

口から概ね2kmまで噴石が飛散 

 

【過去事例】 

1915年：水蒸気噴火が発生し、爆

風により火口から1km程度

で倒木 

火
口
か
ら
少
し
離
れ
た 

所
ま
で
の
火
口
周
辺 

２
（
火
口
周
辺
規
制
） 

火口周辺に影響を

及ぼす（この範囲

に入った場合には

生命に危険が及ぶ

）噴火が発生、あ

るいは発生すると

予想される 

住民は通常の

生活 

 

火口周辺への

立入規制等 

○小規模な水蒸気噴火が発生し、火

口から概ね1km まで噴石飛散 

 

【過去事例】 

1962年：水蒸気噴火が発生し、噴

石が旧焼岳小屋まで飛散 

（新設） 

 

 

第１節 災害直前活動 

 

別紙４ 噴火警戒レベルが運用されている火山の噴火警戒レベル表及び噴火警戒レベルが

運用されていない火山の警戒事項等 

焼岳の噴火警戒レベル 

名称 
対象 

範囲 

レベル 

(キーワー

ド) 

火山活動 

の状況 

住民等の行動

及び登山者・入

山者等への対

応（※） 

想定される現象等 

噴
火
警
報
（
火
口
周
辺
）
又
は
火
口
周
辺
警
報 

火
口
か
ら
居
住
地
域
近
く
ま
で 

の
広
い
範
囲
の
火
口
周
辺 

３
（
入
山
規
制
） 

居住地域の近くま

で重大な影響を及

ぼす（この範囲に

入った場合には生

命に危険が及ぶ）

噴火が発生、ある

いは発生すると予

想される 

 

住民は通常の

生活。状況に

応じて要配慮

者の避難準備

等 

登山禁止・入

山規制等危険

な地域への立

入規制等 

○大規模な水蒸気噴火が発生し、火

口から概ね2kmまで噴石が飛散 

 

【過去事例】 

1915年：水蒸気噴火が発生し、爆

風により火口から1km程度

で倒木 

火
口
か
ら
少
し
離
れ
た 

所
ま
で
の
火
口
周
辺 

２
（
火
口
周
辺
規
制
） 

火口周辺に影響を

及ぼす（この範囲

に入った場合には

生命に危険が及ぶ

）噴火が発生、あ

るいは発生すると

予想される 

住民は通常の

生活 

 

火口周辺への

立入規制等 

○小規模な水蒸気噴火が発生し、火

口から概ね1km まで噴石飛散 

 

【過去事例】 

1962年：水蒸気噴火が発生し、噴

石が旧焼岳小屋まで飛散 

2022年：火山性地震増加にともな

う警戒レベル引き上げ 
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火山災害対策編 

第２章 第３５節 自主防災組織等の育成及び地区内の防災活動の推進に関する計画 

現 行 修 正 案 

 

第３５節 自主防災組織等の育成及び地区内の防災活動の推進に関する計画 

 

第３ 計画の内容 

６ 地区内の防災活動の推進 

⑴ 現状及び課題 

  地区防災計画は、地区居住者等が共同して行う防災活動に関する計画であり、市が活

動の中心となる市地域防災計画とコミュニティが中心となる地区防災計画とが相まっ

て地域における防災力の向上を図るものである。 

なお、地区防災計画は、自助、共助の精神に基づく自発的な防災活動を促進し、各地

区の特性に応じて、ボトムアップ型で地域における防災力を高めることを目的として

おり、地区居住者等がより主体的に、計画策定段階から積極的に参加することが求めら

れる。 

    （新設） 

 

 

第３５節 自主防災組織等の育成及び地区内の防災活動の推進に関する計画 

 

第３ 計画の内容 

６ 地区内の防災活動の推進 

⑴ 現状及び課題 

  地区防災計画は、地区居住者等が共同して行う防災活動に関する計画であり、市が活

動の中心となる市地域防災計画とコミュニティが中心となる地区防災計画とが相まっ

て地域における防災力の向上を図るものである。 

なお、地区防災計画は、自助、共助の精神に基づく自発的な防災活動を促進し、各地

区の特性に応じて、ボトムアップ型で地域における防災力を高めることを目的として

おり、地区居住者等がより主体的に、計画策定段階から積極的に参加することが求めら

れる。 

ア 【地区防災計画策定事例】 

(ｱ) 新村地区（参考編、参考６９参照） 
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